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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
自車両の外界に存在する物体を検知する物体検知手段と、
　前記自車両の走行状態を検出する走行状態検出手段と、
　前記物体検知手段により検知された前記物体と、前記走行状態検出手段により検出され
た前記走行状態とに基づき、前記自車両と前記物体との相対関係を算出する相対関係算出
手段と、
　前記相対関係算出手段により算出された前記相対関係に基づき、前記自車両の運転者に
警報を行う警報制御手段と、
　自車両の外界を撮像する撮像手段と、
　前記物体検知手段により検知された前記物体が自車両の先行車両である場合に、前記撮
像手段の撮像により得られた画像に基づき、前記先行車両の制動灯が点灯状態か否かを判
定する点灯判定手段と、
　自車両の運転者の視線を検知する視線検知手段と、
　前記視線検知手段により検知される前記視線に基づいて運転者が脇見をしているか否か
を判定する脇見判定手段と、
　前記物体検知手段により検知された前記物体が自車両の先行車両である場合に、前記相
対関係算出手段により算出された前記相対関係に基づいて前記先行車両と前記自車両とが
接触するまでに要する時間として接触時間を算出する接触時間算出手段と、
　前記接触時間算出手段により算出された前記接触時間が所定値以下である場合に、前記
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自車両と前記先行車両との接触可能性が有ると判定する接触可能性判定手段と、
　前記点灯判定手段により前記先行車両の前記制動灯が点灯状態であると判定され、かつ
、前記脇見判定手段により自車両の運転者が脇見をしていないと判定されている状態で、
運転者による制動操作が実行されたか否かを判定する制動操作実行判定手段と、
を備え、
　前記警報制御手段は、前記点灯判定手段により前記先行車両の前記制動灯が点灯状態で
あると判定され、かつ、前記脇見判定手段により自車両の運転者が脇見をしていると判定
され、かつ、前記接触可能性判定手段により前記自車両と前記先行車両との接触可能性が
有ると判定された場合に、運転者に警報をおこない、
　前記接触可能性判定手段は、前記制動操作実行判定手段により前記制動操作が実行され
たと判定された場合に前記接触時間算出手段により算出された前記接触時間に基づき、前
記所定値を変更することを特徴とする車両用警報装置。
【請求項２】
前記接触可能性判定手段は、前記接触時間算出手段により算出された前記接触時間が、前
記所定値よりも小さな第２所定値以下である場合に、前記自車両と前記先行車両との接触
可能性が有ると判定し、
　前記警報制御手段は、前記接触可能性判定手段により前記第２所定値により前記自車両
と前記先行車両との接触可能性が有ると判定された場合に、運転者に警報をおこなうこと
を特徴とする請求項１に記載の車両用警報装置。
【請求項３】
前記物体検知手段は、前記撮像手段の撮像により得られた画像に基づき、自車両の外界に
存在する物体を検知することを特徴とする請求項１または請求項２に記載の車両用警報装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、車両用警報装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば映像データから赤色データを抽出して信号機の赤灯と前方車両のブレーキ
ランプとを検出し、赤色データの輝度の変化に基づき、信号機が赤信号であるか否か、お
よび、前方車両がブレーキをかけているか否かを判定し、信号機が赤信号である、あるい
は、前方車両がブレーキをかけていると判定した場合に、自車両の速度に基づき、自車両
が安全に停止することができないと判定した場合に、警告音によって運転手に警報を発す
る運転支援装置が知られている（例えば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開２００２－１７５５２２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、上記従来技術に係る運転支援装置によれば、単に、信号機が赤信号である、
あるいは、前方車両がブレーキをかけていると判定した場合に、自車両の速度に基づいて
警報を出力するだけであって、自車両の運転者の状態は何等考慮していないことから、警
報の出力タイミングを適切に設定することができず、過剰に早いタイミングで頻繁に警報
が出力されてしまったり、警報の出力タイミングが遅れてしまう、という問題が生じる虞
があり、運転者が警報の出力に違和感を感じてしまうという問題が生じる。
　本発明は上記事情に鑑みてなされたもので、自車両の運転者の状態に応じて適切な警報
を出力することが可能な車両用警報装置を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記課題を解決して係る目的を達成するために、本発明の第１態様に係る車両用警報装
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置は、自車両の外界に存在する物体を検知する物体検知手段（例えば、実施の形態での先
行車両検出部４１）と、前記自車両の走行状態を検出する走行状態検出手段（例えば、実
施の形態での車両状態センサ１３）と、前記物体検知手段により検知された前記物体と、
前記走行状態検出手段により検出された前記走行状態とに基づき、前記自車両と前記物体
との相対関係を算出する相対関係算出手段（例えば、実施の形態での相対関係算出部４３
）と、前記相対関係算出手段により算出された前記相対関係に基づき、前記自車両の運転
者に警報を行う警報制御手段（例えば、実施の形態での車両制御部４９）と、自車両の外
界を撮像する撮像手段（例えば、実施の形態での外界カメラ２３）と、前記物体検知手段
により検知された前記物体が自車両の先行車両である場合に、前記撮像手段の撮像により
得られた画像に基づき、前記先行車両の制動灯が点灯状態か否かを判定する点灯判定手段
（例えば、実施の形態での制動灯点灯判定部４２）と、自車両の運転者の視線を検知する
視線検知手段（例えば、実施の形態での車室内センサ１２および視線・顔向き検出部４７
）と、前記視線検知手段により検知される前記視線に基づいて運転者が脇見をしているか
否かを判定する脇見判定手段（例えば、実施の形態での脇見判定部４８）と、前記物体検
知手段により検知された前記物体が自車両の先行車両である場合に、前記相対関係算出手
段により算出された前記相対関係に基づいて前記先行車両と前記自車両とが接触するまで
に要する時間として接触時間（例えば、実施の形態での衝突時間ＴＴＣ）を算出する接触
時間算出手段（例えば、実施の形態での接触可能性判定部４４）と、前記接触時間算出手
段により算出された前記接触時間が所定値（例えば、実施の形態での第１判定値β）以下
である場合に、前記自車両と前記先行車両との接触可能性が有ると判定する接触可能性判
定手段（例えば、実施の形態での接触可能性判定部４４が兼ねる）と、前記点灯判定手段
により前記先行車両の前記制動灯が点灯状態であると判定され、かつ、前記脇見判定手段
により自車両の運転者が脇見をしていないと判定されている状態で、運転者による制動操
作が実行されたか否かを判定する制動操作実行判定手段（例えば、実施の形態での制動操
作検出部４５）と、を備え、前記警報制御手段は、前記点灯判定手段により前記先行車両
の前記制動灯が点灯状態であると判定され、かつ、前記脇見判定手段により自車両の運転
者が脇見をしていると判定され、かつ、前記接触可能性判定手段により前記自車両と前記
先行車両との接触可能性が有ると判定された場合に、運転者に警報をおこない、前記接触
可能性判定手段は、前記制動操作実行判定手段により前記制動操作が実行されたと判定さ
れた場合に前記接触時間算出手段により算出された前記接触時間に基づき、前記所定値を
変更する。
【０００６】
　さらに、本発明の第２態様に係る車両用警報装置では、前記接触可能性判定手段は、前
記接触時間算出手段により算出された前記接触時間が、前記所定値よりも小さな第２所定
値（例えば、実施の形態での第２判定値α）以下である場合に、前記自車両と前記先行車
両との接触可能性が有ると判定し、前記警報制御手段は、前記接触可能性判定手段により
前記第２所定値により前記自車両と前記先行車両との接触可能性が有ると判定された場合
に、運転者に警報をおこなう。
【０００７】
　さらに、本発明の第３態様に係る車両用警報装置では、前記物体検知手段は、前記撮像
手段の撮像により得られた画像に基づき、自車両の外界に存在する前記物体を検知する。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の第１態様に係る車両用警報装置によれば、自車両の運転者が脇見をしているこ
とに起因して、先行車両の制動灯の点灯状態を見逃している可能性があると推定される場
合には、運転者に警報をおこなうことから、運転者に先行車両の制動灯を確認することを
適切に促すことができ、先行車両の制動動作によって自車両と先行車両との間の車間距離
が減少する場合であっても、自車両の運転者の脇見に起因して先行車両に対する接触回避
操作の実行が遅れてしまうことを防止することができ、自車両と先行車両との接触などの
危険状態の発生を抑制し、自車両の走行安全性を向上させることができる。
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【０００９】
　さらに、自車両の運転者の制動操作が行われた時の接触時間に基づいて、自車両と先行
車両との接触可能性が有るか否かを判定するための判定閾値（所定値）を変更することか
ら、警報の出力タイミングを自車両の運転者毎に最適化することができる。
【００１０】
　さらに、本発明の第２態様に係る車両用警報装置によれば、出力タイミングが異なる複
数の警報を、自車両の運転者の状態および先行車両の走行状態に応じて出力することがで
き、自車両の走行安全性を向上させることができる。
【００１１】
　さらに、本発明の第３態様に係る車両用警報装置によれば、装置構成が複雑化すること
、および、装置構成に要する費用が嵩むことを防止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、本発明の一実施形態に係る車両用警報装置について添付図面を参照しながら説明
する。
　本実施の形態による車両用警報装置１０は、例えば図１に示すように、内燃機関（Ｅ）
の駆動力をトランスミッション（Ｔ／Ｍ）を介して車両の駆動輪（図示略）に伝達する車
両に搭載され、外界センサ１１と、車室内センサ１２と、車両状態センサ１３と、処理装
置１４と、スロットルアクチュエータ１５と、ブレーキアクチュエータ１６と、ステアリ
ングアクチュエータ１７と、警報装置１８とを備えて構成されている。
【００１３】
　外界センサ１１は、例えばレーザ光やミリ波などの電磁波によるビームスキャン型のレ
ーダ２１およびレーダ制御部２２と、例えば可視光領域や赤外線領域にて撮像可能な外界
カメラ２３および画像処理部２４と、を備えて構成されている。
【００１４】
　例えばレーダ制御部２２は、例えば自車両の進行方向前方に設定された検出対象領域を
角度方向に複数の領域に分割し、各領域を走査するようにして、電磁波の発信信号を発信
すると共に、各発信信号が自車両の外部の物体によって反射されることで生じた反射信号
を受信して処理装置１４に出力する。
【００１５】
　また、例えば画像処理部２４は、自車両の進行方向前方の検出対象領域を撮影可能な外
界カメラ２３により撮影して得た自車両の進行方向前方の外界の画像に対して、例えばフ
ィルタリングや二値化処理等の所定の画像処理を行い、二次元配列の画素からなる画像デ
ータを生成し、処理装置１４に出力する。
【００１６】
　車室内センサ１２は、例えば可視光領域や赤外線領域にて撮像可能な車室内カメラ３１
および画像処理部３２とを備えて構成されている。
　車室内カメラ３１は、例えば車室内カメラ３１に具備される赤外線照射装置（図示略）
から運転者の顔や眼球に向けて照射された赤外線の反射や、運転者の顔や眼球から反射さ
れる可視光を撮像する。
　画像処理部３２は、車室内カメラ３１により撮像して得た画像に対して、例えばフィル
タリングや二値化処理等の所定の画像処理を行い、二次元配列の画素からなる画像データ
を生成し、処理装置１４へ出力する。
【００１７】
　車両状態センサ１３は、自車両の車両情報として、例えば自車両の速度（車速）を検出
する車速センサや、車体に作用する加速度を検出する加速度センサや、車体の姿勢や進行
方向を検出するジャイロセンサや、ヨーレート（車両重心の上下方向軸回りの回転角速度
）を検出するヨーレートセンサや、例えば人工衛星を利用して自車両の位置を測定するた
めのＧＰＳ（Global Positioning System）信号などの測位信号を受信する受信機や、運
転者による運転操作（例えば、アクセルペダルの踏み込み操作量、ブレーキペダルの踏み
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込み操作量、ステアリングホイールの舵角など）を検出する各センサなどを備えて構成さ
れている。
【００１８】
　処理装置１４は、例えば先行車両検出部４１と、制動灯点灯判定部４２と、相対関係算
出部４３と、接触可能性判定部４４と、制動操作検出部４５と、運転者検出部４６と、視
線・顔向き検出部４７と、脇見判定部４８と、車両制御部４９とを備えて構成されている
。
【００１９】
　先行車両検出部４１は、外界センサ１１から出力されるビート信号または画像データに
基づき、自車両の進行方向前方に設定された各検出対象領域内に存在する先行車両の位置
に係る情報を検出する。
　例えば先行車両検出部４１は、外界センサ１１のレーダ制御部２２から出力されるビー
ト信号に基づき、先行車両までの距離（例えば、自車両に対する相対距離）および方位（
角度）を検出する。
　また、先行車両検出部４１は、例えばステレオカメラからなる外界カメラ２３により撮
影されて画像処理部２４から出力される１対の画像データに基づき、車室内に所定間隔を
隔てて設置された１対のカメラ同士間の距離と、撮像により得られた１対の画像データ上
の物体の視差と、に基づく三角測量法などにより、先行車両までの距離（例えば、自車両
に対する相対距離）を検出する。
【００２０】
　制動灯点灯判定部４２は、例えば外界センサ１１の画像処理部２４から出力される画像
データに基づき、先行車両検出部４１により検出された先行車両の所定の注目領域におい
て、所定周期で輝度などが変化する局所領域が存在する場合に、先行車両の制動灯が点灯
していると判定する。
【００２１】
　相対関係算出部４３は、先行車両検出部４１により検出された先行車両の位置に係る情
報に基づき、自車両に対する先行車両の相対距離に係る相対関係、例えば先行車両の位置
の時間変化に基づく先行車両の速度（例えば、自車両に対する相対速度）などを算出する
。
【００２２】
　接触可能性判定部４４は、例えば、相対関係算出部４３から出力される先行車両の速度
（例えば、自車両に対する相対速度）などの走行状態と、車両状態センサ１３により検出
された自車両の車速およびヨーレートなどの走行状態とに基づき、自車両と先行車両とが
接触するまでに要する時間（衝突時間ＴＴＣ）を推定する。
　そして、接触可能性判定部４４は、衝突時間ＴＴＣが、所定の第１判定値β（例えば、
初期値として２．５秒など）以下または第１判定値βよりも小さな所定の第２判定値α（
例えば、２秒など）以下である場合に、自車両と先行車両とが接触する可能性があると判
定する。
【００２３】
　また、接触可能性判定部４４は、後述する制動操作検出部４５により自車両の運転者に
よる所定の制動操作の実行が検出された場合には、この制動操作の実行開始時での衝突時
間ＴＴＣを推定し、この衝突時間ＴＴＣに応じて第１判定値βを調整する。
　なお、制動操作検出部４５は、例えば先行車両の制動灯の点灯開始に伴い、自車両の運
転者により実行される所定の制動操作、つまり先行車両と自車両との接触を減速により回
避するための回避操作（例えば、ブレーキペダルの踏み込み操作など）の実行有無を検出
する。
【００２４】
　運転者検出部４６は、車室内センサ１２から出力される画像データに対して、例えば運
転者の頭部などを検知対象物とした所定の認識処理を行い、認識した検知対象物に基づき
、運転者を検出する。



(6) JP 5028302 B2 2012.9.19

10

20

30

40

50

　視線・顔向き検出部４７は、車室内センサ１２から出力される画像データに対して、運
転者検出部４６により検出された運転者の顔や眼球を検知対象物とした所定の認識処理を
行い、認識した検知対象物に基づき、運転者の視線ベクトル（視線方向）あるいは運転者
の顔向きを算出する。
　脇見判定部４８は、視線・顔向き検出部４７により検出された運転者の視線ベクトル（
視線方向）あるいは運転者の顔向きに基づき、運転者が脇見状態であるか否かを判定する
。
【００２５】
　車両制御部４９は、接触可能性判定部４４の判定結果に応じて、あるいは、制動灯点灯
判定部４２および接触可能性判定部４４および脇見判定部４８の判定結果に応じて、警報
装置１８による警報出力を制御する制御信号、および、自車両と先行車両との接触発生を
回避あるいは接触発生時の被害を軽減するようにして自車両の走行状態を制御する制御信
号（例えば、トランスミッション（Ｔ／Ｍ）の変速動作を制御する制御信号およびスロッ
トルアクチュエータ１５により内燃機関（Ｅ）の駆動力を制御する制御信号およびブレー
キアクチュエータ１６により減速を制御する制御信号およびステアリングアクチュエータ
１７により転舵を制御する制御信号など）を出力し、接触回避の支援動作あるいは接触回
避動作として、自車両の運転者に対する警報出力と、自車両の加速および減速と、転舵と
を制御する。
【００２６】
　例えば車両制御部４９は、制動灯点灯判定部４２により先行車両の制動灯が点灯状態で
あると判定され、かつ、脇見判定部４８により自車両の運転者が脇見をしていると判定さ
れ、かつ、接触可能性判定部４４により衝突時間ＴＴＣが所定の第１判定値β（例えば、
初期値として２．５秒など）以下であることに起因して自車両と先行車両との接触可能性
が有ると判定された場合に、所定の第１警報を出力する。
　また、例えば車両制御部４９は、接触可能性判定部４４により衝突時間ＴＴＣが所定の
第２判定値α（例えば、２秒など）以下であることに起因して自車両と先行車両との接触
可能性が有ると判定された場合に、所定の第２警報を出力する。
　なお、所定の第２警報は、所定の第１警報に比べて、自車両の運転者に対する刺激がよ
り強くなるように設定され、例えば第２警報の音量は第１警報の音量よりも大きく設定さ
れ、例えば第２警報の出力周期は第１警報の出力周期よりも短く設定されている。
【００２７】
　なお、警報装置１８は、例えば、触覚的伝達装置と、視覚的伝達装置と、聴覚的伝達装
置とを備えて構成されている。
　触覚的伝達装置は、例えばシートベルト装置や操舵制御装置等であって、車両制御部３
９から入力される制御信号に応じて、例えばシートベルトに所定の張力を発生させて自車
両の乗員が触覚的に知覚可能な締め付け力を作用させたり、例えばステアリングホイール
に自車の運転者が触覚的に知覚可能な振動（ステアリング振動）を発生させることによっ
て、先行車両との接触発生の可能性があることを乗員に認識させる。
　視覚的伝達装置は、例えば表示装置等であって、車両制御部３９から入力される制御信
号に応じて、例えば表示装置に所定の警報情報を表示したり、所定の警報灯を点滅させる
ことによって、先行車両との接触発生の可能性があることを乗員に認識させる。
　聴覚的伝達装置は、例えばスピーカ等であって、車両制御部３９から入力される制御信
号に応じて所定の警報音や音声等を出力することによって、先行車両との接触発生の可能
性があることを乗員に認識させる。
【００２８】
　本実施の形態による車両用警報装置１０は上記構成を備えており、次に、この車両用警
報装置１０の動作について説明する。
【００２９】
　先ず、例えば図２に示すステップＳ０１においては、外界センサ１１の外界カメラ２３
により自車両の進行方向前方の検出対象領域を撮像する。
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　そして、ステップＳ０２においては、車両状態センサ１３により検出された自車両の車
速およびヨーレートなどの走行状態を取得する。
【００３０】
　そして、ステップＳ０３においては、外界センサ１１から出力される画像データに基づ
き、自車両の進行方向前方に設定された検出対象領域内に存在する先行車両の位置に係る
情報を検出し、自車両に対する先行車両の相対距離に係る相対関係、例えば先行車両の位
置の時間変化に基づく先行車両の速度（例えば、自車両に対する相対速度）などを算出す
る。
　そして、ステップＳ０４においては、先行車両の速度（例えば、自車両に対する相対速
度）などの走行状態と、自車両の車速およびヨーレートなどの走行状態とに基づき、自車
両と先行車両とが接触するまでに要する時間（衝突時間ＴＴＣ）を推定する。
【００３１】
　そして、ステップＳ０５においては、車室内センサ１２の車室内カメラ３１により自車
両の運転者を撮像する。
　そして、ステップＳ０６においては、車室内センサ１２から出力される画像データに基
づき、運転者の視線ベクトル（視線方向）あるいは運転者の顔向きを算出する。
　そして、ステップＳ０７においては、例えば外界センサ１１の画像処理部２４から出力
される画像データに基づき、先行車両の所定の注目領域において、所定周期で輝度などが
変化する局所領域が存在するか否かなどを判定することにより、先行車両の制動灯が点灯
しているか否かを判定する。
　この判定結果が「ＮＯ」の場合には、後述するステップＳ１１に進む。
　一方、この判定結果が「ＹＥＳ」の場合には、ステップＳ０８に進む。
【００３２】
　そして、ステップＳ０８においては、自車両の運転者は脇見をしているか否かを判定す
る。
　この判定結果が「ＮＯ」の場合には、後述するステップＳ１３に進む。
　一方、この判定結果が「ＹＥＳ」の場合には、ステップＳ０９に進む。
　そして、ステップＳ０９においては、衝突時間ＴＴＣは所定の第１判定値β（例えば、
初期値として２．５秒など）以下であるか否かを判定する。
　この判定結果が「ＮＯ」の場合には、エンドに進み、処理を終了する。
　一方、この判定結果が「ＹＥＳ」の場合には、ステップＳ１０に進む。
　そして、ステップＳ１０においては、所定の第１警報を出力し、ステップＳ１１に進む
。
【００３３】
　そして、ステップＳ１１においては、衝突時間ＴＴＣは第１判定値βよりも小さい所定
の第２判定値α（例えば、初期値として２秒など）以下であるか否かを判定する。
　この判定結果が「ＮＯ」の場合には、エンドに進み、処理を終了する。
　一方、この判定結果が「ＹＥＳ」の場合には、ステップＳ１２に進む。
　そして、ステップＳ１２においては、所定の第２警報を出力し、エンドに進み、処理を
終了する。
【００３４】
　また、ステップＳ１３においては、自車両の運転者による所定の制動操作の実行が検出
されたか否かを判定する。
　この判定結果が「ＮＯ」の場合には、上述したステップＳ１１に進む。
　一方、この判定結果が「ＹＥＳ」の場合には、ステップＳ１４に進む。
　そして、ステップＳ１４においては、自車両の運転者による所定の制動操作の実行開始
時での衝突時間ＴＴＣを推定する。
　そして、ステップＳ１５においては、自車両の運転者による所定の制動操作の実行開始
時での衝突時間ＴＴＣに応じて第１判定値βを調整し、エンドに進み、処理を終了する。
　なお、ステップＳ１５において第１判定値βを調整する際には、例えば衝突時間ＴＴＣ
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が第１判定値βの初期値（例えば、２．５秒）よりも大きい場合には、この衝突時間ＴＴ
Ｃを、新たに第１判定値βとして設定する。また、例えば衝突時間ＴＴＣが第１判定値β
の初期値（例えば、２．５秒）よりも小さい場合には、さらに、衝突時間ＴＴＣが所定の
第２判定値α（例えば、初期値として２秒など）よりも大きければ、この衝突時間ＴＴＣ
を、新たに第１判定値βとして設定する。
【００３５】
　上述したように、本実施の形態による車両用警報装置１０によれば、自車両の運転者が
脇見をしていることに起因して、先行車両の制動灯の点灯状態を見逃している可能性があ
ると推定される場合には、所定の第１警報を出力することから、運転者に先行車両の制動
灯を確認することを適切に促すことができ、先行車両の制動動作によって自車両と先行車
両との間の車間距離が減少する場合であっても、自車両の運転者の脇見に起因して先行車
両に対する接触回避操作の実行が遅れてしまうことを防止することができ、自車両と先行
車両との接触などの危険状態の発生を抑制し、自車両の走行安全性を向上させることがで
きる。しかも、先行車両の制動灯が点灯した際に第１警報が出力されることから、自車両
の運転者に早期の注意喚起をおこなうことができ、自車両の走行安全性を向上させること
ができるとともに、この第１警報の出力を、運転者が脇見をしている場合に限定すること
により、過剰な頻度で第１警報が出力されてしまうことを防止することができる。
【００３６】
　また、自車両の運転者が脇見をしていない状態で、先行車両の制動灯の点灯に起因して
自車両の運転者による所定の制動操作が行われた時の衝突時間ＴＴＣに応じて、自車両と
先行車両との接触可能性が有るか否かを判定するための第１判定値βを変更することから
、第１警報の出力タイミングを自車両の運転者毎に最適化することができる。
　さらに、先行車両の制動灯が点灯していない状態であっても、衝突時間ＴＴＣが第１判
定値βよりも小さい所定の第２判定値α（例えば、初期値として２秒など）以下である場
合には、第１警報に比べて自車両の運転者に対する刺激がより強い第２警報を出力するこ
とにより、自車両の走行安全性を向上させることができる。
【００３７】
　なお、上述した実施の形態において、先行車両検出部４１は、例えば外界センサ１１の
レーダ制御部２２から出力されるビート信号に基づき、先行車両までの距離（例えば、自
車両に対する相対距離）および方位（角度）を検出するとしたが、これに限定されず、例
えば外界センサ１１においてレーダ２１およびレーダ制御部２２を省略し、画像処理部２
４から出力される画像データのみに基づき、先行車両までの距離（例えば、自車両に対す
る相対距離）を検出してもよい。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本発明の実施の形態に係る車両用警報装置の構成図である。
【図２】本発明の実施の形態に係る車両用警報装置の動作を示すフローチャートである。
【符号の説明】
【００３９】
１０　車両用警報装置
１２　車室内センサ（視線検知手段）
１３　車両状態センサ（走行状態検出手段）
２３　外界カメラ（撮像手段）
４１　先行車両検出部（物体検知手段）
４２　制動灯点灯判定部（点灯判定手段）
４３　相対関係算出部（相対関係算出手段）
４４　接触可能性判定部（接触時間算出手段、接触可能性判定手段）
４７　視線・顔向き検出部（視線検知手段）
４８　脇見判定部（脇見判定手段）
４９　車両制御部（警報制御手段）
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